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６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : NISHIZAWA Kentaro

Director‑General of Kanto Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract :

 Construction work of the R8 Route 357

Ariake Bridge Sea side substructure part

1.

 Construction work of the R8 Route 357

Ariake Bridge Sea side substructure part

2.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

3 : 00 P.M. 17 November 2026.

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 12 : 00 P.M.

(noon) 2 February 2027 (tenders brought

with or submitted by mail : 12 : 00 P.M.

(noon) 2 February 2027).

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Kanto Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land,

Infrastructure, Transport and Tourism

Saitama shintoshin National Government

Building Tower‑2 21, Shintoshin, Chuou
Ward, Saitama City, Saitama Prefecture

3309724 Japan TEL 0486013151 (ex
2525)

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付す。
令和８年 10 月 16 日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 西村 拓

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和８年度 41号上麻生防災３号
トンネル工事（電子入札対象案件）（電子契約
対象案件）

 工事場所 岐阜県加茂郡白川町河岐
 工事内容 工事延長 Ｌ＝2140ｍ、トン
ネル延長（ＮＡＴＭ）Ｌ＝2005ｍ、道路土
工 １式、トンネル工（発破工法）１式、イ
ンバート工 １式、坑内付帯工 １式、掘削
補助工 １式、抗門工 １式、擁壁工１式、
仮設工 １式
 工期 契約締結日の翌日から令和13年１月
31日まで 但し、令和９年３月26日までに工
事の始期を設定すること
工事を施工しない日 設計図書のとおり
工事を施工しない時間帯 設計図書のとおり
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
21330、Ｈ形鋼支保 約301ｔ、鉄筋 約
80ｔ、セメント 約3800ｔ
 本工事は、特定建設工事共同企業体の資格
の認定を受けている者（特定ＪＶ）と、一般
競争参加資格の認定を受けている者（単体企
業）が競争参加することができる、いわゆる
「混合入札」の方法によるものである。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、企業・技術者の能力等、品質確保
のための体制、その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
 本工事は、段階的選抜方式における一次審
査に係る申請書（以下「申請書」という。）及
び段階的選抜方式における一次審査に係る技
術資料（以下「簡易技術資料」という。）を提
出した者のうち、一次審査の評価点が上位の
者（以下「一次選抜者」という。）以外の競争
参加者による入札を無効とする段階的選抜方
式の工事である。
 一次選抜者は、一次審査の評価点が上位
５～10者程度とする。
 本工事は、競争参加者の資料作成及び発注
者の技術審査に係る事務負担軽減を図るた
め、一次審査で提出する書類を申請書及び１
枚の簡易技術資料のみとし、一次選抜者に対
してのみ、簡易技術資料の根拠となる詳細技
術資料の提出を求める、簡易確認型による試
行の対象工事である。

 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。
 本工事は、別表１に示す試行等の対象工事
である。

２ 競争参加資格
次のからまでに掲げる条件を満たしてい
る者により構成される特定建設工事共同企業体
であって、「競争参加者の資格に関する公示」（令
和８年10月16日付け中部地方整備局長）に示す
ところにより、中部地方整備局長から令和８年
度 41号上麻生防災３号トンネル工事に係る特
定建設工事共同企業体としての競争参加者の資
格（以下「特定建設工事共同企業体としての資
格」という。）の認定を受けている者又は、次の
からまでに掲げる条件をすべて満たしてい
る者であること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける一般土木工事の令和７・８年度一般競
争参加資格の認定を受けていること（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、中部地方整備局長
が別に定める手続に基づく令和７・８年度一
般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。）。

 中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける一般土木工事に係る一般競争参加資格
の認定の際に客観的事項（共通事項）につい
て算定した点数（経営事項評価（共通）点数）
が、1200点以上であること（上記の再認
定を受けた者にあっては、当該再認定の際に
経営事項評価点数が1200点以上であるこ
と。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 平成23年度以降に元請けとして、以下に示
す同種工事の引渡しを完了した実績を有する
こと（共同企業体の構成員としての実績は、

出資比率が20％以上の場合のものに限る（乙
型にあっては分担工事の実績に限るものと
し、出資比率は問わない。）。）。「海外インフラ
プロジェクト技術者認定・表彰制度」により
認定された海外実績も国内の実績と同様に評
価する。なお、入札説明書に示すものに係る
実績である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除く。
同種工事：下記のからの要件を満たす
ＮＡＴＭ工法によるトンネル工事の施工実績
を有すること。ただし、下記からは同一
工事かつ同一トンネルであることとし、施工
延長については掘削および覆工を実施した区
間の延長であること。
 トンネル内空断面積（覆工後の内空面積
（代表値））50以上であること。
 トンネル施工延長が1400ｍ以上である
こと。
同種工事の要件を満たす場合、「同種性が認
められる工事」と評価する。更に、企業の同
種性が認められる工事の施工実績において、
以下の条件のいずれかを同一工事（同一トン
ネル）で満たす工事を「やや同種性が高い工
事」とし、全てを同一工事（同一トンネル）
で満たす工事を「より同種性が高い工事」と
し、高く評価する。
・トンネル内空断面積（覆工後の内空面積（代
表値））が599以上の工事。
・ＮＡＴＭ工法（覆工コンクリートの施工含
む）によるトンネル施工延長（片押し連続
施工）が2005ｍ以上の工事。施工延長に
ついては、掘削および覆工を実施した区間
の延長であること。随意契約等、片押し連
続施工で前・後工事が一体不可分であるも
のについては同一工事と見なす。
経常建設共同企業体（甲型、乙型）にあっ
ては、構成員のうち１社が全ての要件を満た
す施工実績を有し、他の構成員はいずれかの
要件を満たす施工実績を有すること。
特定建設工事共同企業体にあっては、代表
者が全ての要件を満たす施工実績を有し、他
の構成員はいずれかの要件を満たす施工実績
を有すること。




		2026-10-15T14:38:48+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



